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日本学術振興会 
理事 伊賀 健一 

「競争的資金のマネジメントと 

学術システム研究センター」 

－ 研究者の声を反映させた制度改革の実現 － 

平成１９年（２００７年） 平成１９年（２００７年）6 6月 月 

日本学術振興会
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総務省　　13,433 

厚生労働省　　57,079 

農林水産省　30,711 

経済産業省　35,373 

国土交通省　　1,398 

環境省　　4,113 

内閣府　　407 

103億円 

483億円 

128億円 

265億円 

8億円 

84億円 

3億円 

総額： ４７６５ 億円 

科学研究 
費補助金 

戦略的創造研究 
推進事業 

科学技術振興調整費 ２１世紀COE 
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

文部科学省 
（その他） 

文部科学省：3688億円 

府省別競争的研究資金 ＜平成１９年度予算案＞ 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙCOE 
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

（単位：億円）
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プログラムオフィサー制度と学術システム研究センター 

PO  PO 

計約500人の 

プログラム 

オフィサー 

目的  1.  競争的資金の審査・評価等における研究者の関与 
2.  競争的資金制度に関する調査・研究 

業務  1.  審査委員候補者の選考 
2.  審査部会における司会進行、資料説明等 
3.  学振事業に対する提案・助言 
4.  学術研究動向に関する調査・研究の実施 

産業技術総合研 産業技術総合研 NEDO NEDO 
文部科学省 文部科学省 

学振 学振  JST JST 
経済産業省 経済産業省 

総合科学技術会議 平成１３年設置 総合科学技術会議 平成１３年設置 

・・・ 

情報通信研究機構 情報通信研究機構 

総務省 総務省 

学術システム研究センター 平成１５年設置 学術システム研究センター 平成１５年設置 

日本学術振興会学術システム研究センター 

所長： 戸塚 洋二 

副所長： 石井 紫郎、 勝木 元也 

主任研究員・専門研究員（プログラムオフィサー）： 

１１０名 （大学教授等） 

計 １１３人 

プログラム 
オフィサー 

プログラム 
オフィサー 

プログラム 
オフィサー 

プログラム 
オフィサー 

プログラム 
オフィサー
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日本学術振興会 

研究費助成 
○科学研究費補助金 

「科学研究費委員会」 

研究者養成 
○特別研究員 等 

「特別研究員等審査会」 

国際交流事業 
○外国人特別研究員事 

業 等 
「特別研究員等審査会」 

審査員選考、 
制度改善等 

学術システム研究センターの構成 

〔主任 ２ 専門１０〕 

〔主任 ２ 専門 ７〕 

〔主任 ２ 専門１７〕 

〔主任 ２ 専門 ７〕 

〔主任 ２ 専門１３〕 

〔主任 ２ 専門２１〕 

〔主任 １ 専門７〕 
総合・複合新領域専門 
調査班 

医歯薬学専門調査班 

農学専門調査班 

生物系科学専門調査班 

工学系科学専門調査班 

化学専門調査班 

数物系科学専門調査班 

社会科学専門調査班 

人文専門調査班 

学術システム研究センター 

職員９９名 
所長 １名 

副所長 ２名 
主任研究員 １７名・専門研究員 ９３名 

〔主任 ２ 専門１０〕 

〔主任 ２ 専門９〕 

〔主任 ２ 専門９〕
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学術システム研究センターの業績例 

＜ラインに関する業務＞ 

p 科研費審査委員データベースの構築と審査委員候補者の選考 
（40,000人 → 5,000人） 

p 特別研究員等審査会委員候補者の選考におけるデータベースの活用 

p 科研費委員会における司会進行、資料説明等 

＜スタッフとしての業務＞ 

p 日本学術振興会賞の予備的審査 

p 文部科学大臣表彰 若手科学者賞の予備的審査 

p プログラムオフィサーに関する説明会（キャラバン）の実施 

p 学術動向に関する調査・研究 

p 「新しい科学研究費補助金制度を目指して」報告書
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p 「我が国における学術研究の動向について」 

全ての学術研究分野に関する、 

・当該分野の特徴・特性等 

・過去１０年間の研究動向と現在の研究状況 

・今後１０年間で特に進展が見込まれる研究 

対象、アプローチ等及び推進すべき研究 

・諸課題と推進手法等 

について取りまとめる。 

「学術月報」 平成１９年７月号～９月号に掲載 

学術研究動向に関する調査・研究
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「新しい科学研究費補助金制度を目指して」 
～学術システム研究センター報告書 

p 第１章 学術研究に果たす科研費の 
役割 

p 第２章 理想の科研費制度のための 
基本的な考え方 

p 第３章 学術研究と科研費 

p 第４章 現行科研費の各研究種目の 
意義と課題 

p 第５章 理想の科研費へ向けての検 
討事項 

センターに設置された科研費 
ワーキンググループの２年に 
わたる議論の成果
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科学研究費補助金の間接経費の拡大と 
年度間繰越の活用促進 

平成１６年度 
１０件 

平成１８年度 
６４１件 

平成１７年度 
５５件 

平成１５年度 
２４件 

繰越 
実績 

第３期科学技術基本計画（閣議決定） 
競争的資金の拡充・間接経費30％の早期実現 

従来の特別推進研究、基盤研究（Ｓ）、（Ａ）、若手研究（Ａ）、学 
術創成研究費に加え、平成１９年度には基盤研究（Ｂ）（Ｃ）、若 
手研究（Ｓ）にも間接経費を措置 

対象の拡大 

間接経費の拡大 

左記の外的な要因に限ら 
ず、予期し得なかった研究 
内容の進展・遅れにより、 
研究計画を変更する必要 
が生じた場合も可能 

外的な要因（地震、機器 
の故障など）が発生し、 
やむを得ず翌年度に研 
究を実施せざるを得ない 
場合に限定 

改正 
（H18.4.通知） 

年度間繰越の活用促進
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科学研究費補助金の適正な執行等 
（不正使用等への対応） 

p 研究機関における管理体制（機関管理）の改善等 

p 経理管理体制等に関するチェック機能の強化 

p 研究活動における不正行為及び研究費の不正使用 
の告発等の受付を平成１８年１２月に設置
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不正行為・不正使用の告発等受け付け窓口の 
設置 

p ２００６年８月科学技術・学術審議会研究活動の不 
正行為に関する特別委員会報告「研究活動の不正 
行為への対応のガイドラインについて」及び同年９ 
月の文部科学省通知「研究者の不正な使用の対応 
について」を踏まえて設置 

p 振興会の競争的資金等に係る研究活動における不 
正行為（研究成果の捏造、改ざん等）及び研究費の 
不正使用（研究費の私的流用、目的外使用等）の 
告発窓口


